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POINT 1

消費財・小売業界に求められる
ESG課題

消費財・小売業界が事業経営にESG

評価を取り込むには、GRIスタンダード
や国際統合報告フレームワーク （いわ
ゆる<IR>フレームワーク）、SASBスタ
ンダード等の国際的なESG情報の開
示枠組みが参考になります。ここでは、
SASBスタンダードを用いて、消費財・
小売業界に共通する開示トピックとサ
ブセクター別の開示トピックを俯瞰し
ます。セクター内での共通項を把握す
ることで、ステークホルダーが横比較を
する際の視点を得ることができます。

POINT 2

ESGリテラシーを把握する 「ESG 
DD」のアプローチ

顧客に選ばれる企業になるには、まず
自社の現在地を把握する必要があり
ます。すでにESG開示に積極的な企
業であってもこれから取り組む企業で
あっても、即時に採用可能な手法とし
て、M&A取引において活用されるESG

デューデリジェンス（以下、「ESG DD」と
いう）のアプローチが有用となります。
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SG課題が注目され、世界の主要なESG情報開示の枠組みが相次
いで発表されたことで、かつて投資家や債権者・格付機関といった

資本の出し手の視点を意識したESG課題解決であったものが、消費者・顧
客・仕入先等、企業活動を取り巻くあらゆるステークホルダーの視点での
活動に昇華されてきています。特に消費財・小売業界は、日常品としての購
買サイクルが早く、流行り廃りや風評の影響を受けやすい業界であること
から、積極的な取組みにより顧客から選ばれる存在となることが肝要とな
ります。
本稿では、消費財・小売業界におけるESGの重要課題を俯瞰し、事業経
営にESG評価を取り込むためのファーストステップとしての現状アセスメ
ントの具体的アプローチについて提唱します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者らの私見であることを
あらかじめお断りいたします。
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Ⅰ

企業がESG課題に取り組む
必要性

2006年に発足されたPRI（Principals for 

Responsible Investments、責任投資原則）
に代表されるように、近年、機関投資家が
投資においてESGを重視するようになり、
GRIスタンダード、国際統合報告フレー
ムワーク、TCFD提言、SASBスタンダー
ドといった世界の主要なESG情報開示の
枠組みが相次いで発表されました。2019 

年にはPRB（Principles for Responsible 

Banking、責任銀行原則）が発足、間もなく
CSRD（Corporate Sustainability Reporting 

Directive、企業サステナビリティ報告指
令）もEUで発効となります。さらには、
ISSB（国際サステナビリティ基準審議会）
によるIFRSサステナビリティ開示基準の
最終化も控えており、各企業はそれらの対
応に迫られています。
かつてESGに関する取組みは、投資家

や債権者・格付機関といった資本の出し
手の視点を意識した対応が中心でした。
しかしながら、経済活動におけるミレニア
ル世代、ゆとり世代、Z世代といった新し
い世代の参画が進み、ESD（Education for 

Sustainable Development、持続可能な開
発のための教育）等も浸透したことで、消
費者・顧客・仕入先等、企業活動を取り巻
くあらゆるステークホルダーの視点での
活動に昇華されてきています。
特に消費財・小売業界は、対峙する顧

客の多くが一般個人の消費者です。しか
も、日常品としての購買サイクルが早いこ
とから競争が激しいうえに、もともと損益
分岐点が相対的に高めで、流行り廃りや
風評の影響を受けやすい業界です。した
がって、商品開発および調達における経営
努力はもちろんのこと、ESGやCSRに積極
的に取り組み、常に顧客から選ばれる存
在となることが肝要となります。

Ⅱ

消費財・小売業界における
ESGの重要課題

1. 消費財・小売業界に求められるマテリ
アリティトピック

消費財・小売業界に属する企業がESG

活動に取り組むにあたり、主な国際的な
ESG情報の開示枠組みが参考となります。
ここでは、そのなかの1つであるSASBスタ
ンダードを参照して、セクターとしての共通
項を俯瞰します。
図表1は消費財・小売業界のサブセク

ター別のサステナビリティ開示トピックで
す。共通するトピックとしてエネルギー管
理、水処理、サプライチェーンマネジメント
に関する取組みがあり、これらの情報開
示が強く求められていることが伺えます。
特に、農産物から家庭用、個人用製品ま
で扱う、いわゆるメーカーは、世界中から
製品や材料を調達していること、また国際
的な企業が支配的で多国展開が進んでい
ることから、グローバルレベルでのサプラ
イチェーン管理が企業活動における重要
課題の1つと位置付けられています。主要
トピックについて開示が要請される背景・
概略は次項のとおり整理されます。

2. 主なトピックの取組み意義と 

判断指標

（1） エネルギー管理
農産物、食肉・鶏肉・乳製品、加工食品

は、価値創造のための主要なインプットと
して、エネルギーと燃料に大きく依存して
います。一方、清涼飲料や酒類は製造施
設のみならず、流通センターや倉庫の運
営においても多大なエネルギーを使用し
ています。また、飲食店や食品小売、流通
は、業務用厨房機器、冷暖房、換気・証明
等、他の商業スペースに比べてエネルギー
集約度が高い業種となります。
よって、これら業界では、競争上の優

位性を維持する1つとして効率的なエネル

ギー使用が不可欠となります。たとえば代
替燃料の使用、再生可能エネルギー等の
購入といった意思決定は、エネルギー供給
費用と信頼性の両方に影響を与えます。こ
れらを示す会計指標は、エネルギー消費
総量、系統電力の割合、再生可能エネル
ギーの割合が挙げられます。

（2） サプライチェーンマネジメント
いずれの業界も、グローバルなサプライ

チェーンや幅広いメーカーから原材料や商
品を調達していることから、企業が環境
問題や社会問題についてサプライヤーを
選別、監視、関与することは、その企業が
供給を確保し、価格変動を管理する能力
に影響を及ぼします。
特に、衣服、装飾品、履物において、サ

プライチェーンにおける労働者の扱いと労
働者の権利の保護は消費者、規制当局、
主要企業間で関心が高まっています。ま
た、洗剤・化粧品の原料として使用される
パーム油の収穫は、森林破壊、GHG排出、
その他の環境問題や社会問題の原因とな
る可能性があります。よって、パーム油原料
の使用に際しては、責任を持って調達しな
ければ企業の評判や規制上のリスクをも
たらす可能性があります。
したがって、企業は主要なサプライヤー

と協力して環境リスクと社会リスクを管理
し、サプライチェーンの弾力性を高め、評
判リスクを軽減し、潜在的に消費者の需
要を増やしたり、新しい市場機会を獲得し
たりすることが肝要となります。
これらを示す会計指標には、第三者機

関の環境・社会規範の認証を受けた原料
の割合と基準別の割合、サプライヤーの社
会的・環境的責任監査（①不適合率、②
（a）重大な不適合、（b）軽微な不適合の是
正措置率）、サプライヤーの労働行動規範
監査の優先度不適合率および関連する是
正措置率、契約の拡大と商品調達から生
じる環境的および社会的リスクを管理す
るための戦略等が挙げられます。
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3. 事業経営にESG評価を取り込むため
必要条件

各企業におけるESG活動への取組みに
関する情報開示への要請が日々高まるな
か、株主・債権者・顧客・消費者といった各
ステークホルダーに認知され、競合他社
から選ばれる存在になるためには、まず
経営陣が自社およびグループ会社のESG

リテラシーの現在地を把握することが重
要です。現状把握にあたって、限られた内

部リソースのなかで効率的かつ一貫性を
持ったアセスメントを行う手法としては、
M&A取引において活用されるESG DDの
アプローチが有用であると考えられます。
当該手続きを実施することで、自社およ
びグループ会社のサステナビリティ課題
への取組み状況の現在地を把握できるで 

しょう。
そこで、次章においてESG DDのアプ

ローチについて詳解します。

図表1 サブセクター別のサステナビリティ開示トピック

トピック 農産物 食肉・家禽 
および乳製品 加工食品 清涼飲料 酒類 衣服・装飾品 

および履物
家庭用および
個人用製品

食品小売 
および流通 飲食店 集計

環境
GHG排出量 ● ● ● ● 4

大気質 0

エネルギー管理 ● ● ● ● ● ● ● 7

水および排水管理 ● ● ● ● ● ● ● 7

廃棄物および 
有害物質管理 ● ● 2

生物多様性影響 ● 1

社会関係資本
人権および 
地域社会との関係 0

お客様のプライバシー 0

データセキュリティ ● 1

アクセスおよび 
手頃な価格 0

製品品質・製品安全 ● ● ● ● ● ● ● 7

消費者の福利 ● ● ● ● ● 5

販売慣行・製品表示 ● ● ● ● 4

人的資本
労働慣行 ● ● 2

従業員の安全衛生 ● ● 2

従業員参画、ダイバー 
シティと包摂性 0

ビジネスモデルおよびイノベーション
製品およびサービスの 
ライフサイクルへの影響 ● ● ● ● ● 5

ビジネスモデルの 
レジリエンス（強じん性） 0

サプライチェーン 
マネジメント ● ● ● ● ● ● ● ● ● 9

材料調達および 
資源効率性 ● ● ● ● ● ● 6

気候変動の物理的影響 0

出所：SASBの資料を基にKPMG作成
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Ⅲ

ESG DDのアプローチ

1. ESG DDのアプローチ

対象会社のサステナビリティ  （ESG要
素を含む中長期的な持続可能性）につい
て、事業活動全般にわたってリスクやオ
ポチュニティを調査する手続きのことです
（図表2参照）。
ポイントは、調査テーマを特定したうえ

で、優先順位付けを行うことです。本稿で
は、「ESG調査テーマの特定」および「ESG

調査項目の特定」にしぼって解説します。

（1） ESG調査テーマの特定
ESG調査テーマの特定は、①自社の

ESG戦略・投資方針・自社が特定している
ESGマテリアリティ、②対象会社の業種、
③対象会社が事業を行っている国・地域、
この3点を踏まえて行います。このうち、対
象会社の業種特有のESGテーマの検討は、
業種別に項目および優先順位が異なるこ
とから、特に重要なステップとなります。
優先順位付けは、業種別に企業の財務

パフォーマンスに影響を及ぼす可能性の
高い重要なESG課題を提示しているSASB

の「マテリアリティマップ」1や、ESG評価
機関であるS&P Globalが提供する投資家
向けのインデックス「DJSI（ダウ・ジョーン
ズ・サステナビリティ・インデックス）」等が

用いている業種別のESG評価項目などを
参考にするとよいでしょう。
従来のDDでは、優先順位付けにあたり

金額的影響を1つの尺度としてきました。
一方、ESG DDにおける調査テーマの優先
順位付けでは、ESG評価機関の評価ウェ
イト等を参考にしつつ、①短期的のみなら
ず長期的な視点も加える、②リスクのみな
らず持続的な企業価値の向上というオポ
チュニティも考慮する、③発生した場合の
影響度（金額）だけでなく発生可能性も考
慮する、この3点が重要となります。企業
価値向上のために、ESG DDを実施するの
であれば、②のオポチュニティの視点まで
含めることがよいと考えます。

（2） ESG調査項目の特定
TCFD提言で開示を求められる4分野は、

「戦略」「ガバナンス」「リスク管理」「指
標と目標」です。これは、事業戦略を、取
締役会による監督の下で、経営者がリスク
管理を行いながら実行しつつ、指標と目
標に基づいて進捗を管理するという、まさ
に企業が持続的な価値創造を目指すため
のPDCAサイクルを表していると言えます。
現在検討が進んでいる、IFRSサステナ

ビリティ開示基準案や米国SECによる気
候関連開示規則案でも、同様のコンセプ
トが基礎となっています。ESG DDにおい
ても同様の切り口で分析することが、各団
体が採用しているフレームワークおよび基

準で求めている視点と整合しており、有用
と考えています。

2. 調査項目の例示（サプライチェーン）

（1） 戦略
対象会社が自身の調達行動規範・ガイ

ドラインを策定しているか、また、対象会
社が属する業界や主要な顧客が取引先と
して対象会社に求めている調達行動規範
を遵守しているかを把握する必要がありま
す。調達行動規範には、たとえば、国連グ
ローバル・コンパクト（UNGC）等をベース
とした、人権、労働、環境、腐敗防止の項
目が含まれます。なお、この主要な顧客か
ら要請される調達行動規範への遵守は、
対象会社のみならず、対象会社の取引先
（主要な顧客から見た場合の2次サプライ
ヤー）にも及びます。

（2） ガバナンス
サステナビリティ課題への取組みに関

する取締役会の監視体制、執行責任者や
部署が明確となっているかが確認ポイント
となります。

（3） 各種施策
最近は、多くの企業がサプライヤー行

動規範やサステナブル調達方針などを作
成しています。しかしながら、実際にサプ
ライヤーに伝達している企業、重要サプ

図表2 ESG DDのアプローチ

1. ESG調査テーマの特定 2. ESG調査項目の特定 3. 調査手続の実施 4. 発見事項の取扱い

● 対象会社のビジネスモデルや業
種固有の特性を踏まえ、ESG調査
テーマを特定

● 重要度／潜在的なリスクの高さに
応じて「高・中・低」に区分

● 特定したESG調査テーマ毎に、ア
セスメント項目（具体的な調査項
目）を整理

● 提出資料の分析、対象会社担当部
署に対するヒアリングを通じて、リ
スクの棚卸を行う

● 各種ESG関連基準・フレームワー
ク等の要求事項や同業他社のベス
トプラクティスとの乖離、法令違
反等に関する情報を整理

● 対象会社の個々のESGテーマに対
する現状の取組み状況を理解

● 重要な発見事項について、M&Aと
ESGの両方の観点から評価し、対
応策をとりまとめる

 ✓  価値評価への反映

 ✓  M& A取引スキームや株式譲渡
契約書への反映

 ✓  PMIアクションプランの策定

出典：KPMG FAS作成
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ライヤーを特定したうえでリスクアセスメ
ントを実施している企業はそこまで多くな
いように思われます。リスクアセスメント
の結果、重要な問題が発見された場合に
は、モニタリング・是正措置が必要となり
ます。また、サプライヤーに対する研修・サ
ポート体制も確認ポイントとなります。

（4） 目標／KPI
各種施策の実効性を図るうえでどのよ

うな指標を利用しているかを把握します。
前段で記載しているように、サプライヤー
行動規範への同意書取得率、サプライ
ヤー自身によるセルフアセスメント結果の
回収率などが考えられます。

Ⅳ

さいごに

ESGに対する取組みは、これまでも各
企業が独自の視点で実践されてきたもの
と推察されます。
最近では特に、セクターごとに体系だっ

たトピックや指標の基準が示されたことに
より、企業側のみならず投資家や債権者・
格付機関といった資本市場参加者に加え
て、一般消費者にとっても横比較がしや
すい状況となりました。これは、これまで
とは異なるESG視点を含めた共通の物差
しで測られる世界へとシフトしているとい
うことです。重要な事業戦略の1つとして
ESG課題を企業活動の反映し、企業価値
を向上していくために、常に最新の情報に
アンテナを張り、社内外のリソースをうま
く使い分けながら、さまざまなステークホ
ルダーからの要請に適時適切に応えられ
る体制を構築しておくことが肝要と考えら
れます。

1  SASB「マテリアリティマップ」
  https://www.sasb.org/standards/

materiality-map/

関連情報

ウェブサイトでは、消費財・小売に精通したプロ
フェッショナルが、グローバルと連携し、急速に変
化する事業環境下での経営課題を解決するための
情報を提供しています。
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